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議案番号 件 名 頁

議案第５３号 平成２９年度宮代町一般会計歳入歳出決算の認定について １

議案第５４号 平成２９年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定

について

２

議案第５５号 平成２９年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定

について

３

議案第５６号 平成２９年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

の認定について

４

議案第５７号 平成２９年度宮代町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算

の認定について

５

議案第５８号 平成２９年度宮代町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算

の認定について

６

議案第５９号 平成２９年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算の認定

について

７

議案第６０号 宮代町税条例等の一部を改正する条例について ８

議案第６１号 宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例について ２０

議案第６２号 宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正

する条例について

２２

議案第６３号 宮代町印鑑条例の一部を改正する条例について ２５

議案第６４号 宮代町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例について

２７

議案第６５号 宮代町地域包括支援センターの職員等に係る基準を定める条例

の一部を改正する条例について

３０

議案第６６号 工事請負契約の締結について ３２

議案第６７号 宮代町固定資産評価審査委員会の委員の選任につき同意を求

めることについて

３３

議案第６８号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて ３４

議案第６９号 平成３０年度宮代町一般会計補正予算（第２号）について ３５



議案番号 件 名 頁

議案第７０号 平成３０年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算(第２号)

について

３６

議案第７１号 平成３０年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）

について

３７

議案第７２号 平成３０年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算(第１号)

について

３８

議案第７３号 平成３０年度宮代町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）

について

３９

議案第７４号 平成３０年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）

について

４０

議案第７５号 平成３０年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）について ４１



１

議案第５３号

平成２９年度宮代町一般会計歳入歳出決算の認定について

平成２９年度宮代町一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて認定に

付する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

平成２９年度宮代町一般会計歳入歳出決算を歳入合計１０８億７，４４４万

４，０８３円、歳出合計１０３億５，９９４万５，６１１円とすることについて、

地方自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。



２

議案第５４号

平成２９年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について

平成２９年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を

付けて認定に付する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

平成２９年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を歳入合計４８億

６，３１３万７，９９３円、歳出合計４５億９，６３６万２，９７８円とすることに

ついて、地方自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。



３

議案第５５号

平成２９年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について

平成２９年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付け

て認定に付する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

平成２９年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算を歳入合計２６億８，６０１万

６,０６９円、歳出合計２５億２２６万６,３９３円とすることについて、地方自治

法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。



４

議案第５６号

平成２９年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について

平成２９年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見

を付けて認定に付する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

平成２９年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を歳入合計４億

５，５３３万３，５０３円、歳出合計４億５，３０９万４，６７３円とすることに

ついて、地方自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。



５

議案第５７号

平成２９年度宮代町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について

平成２９年度宮代町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見

を付けて認定に付する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

平成２９年度宮代町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算を歳入合計１０億９８９万

４，６３３円、歳出合計９億８，５５８万７２０円とすることについて、地方自治

法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。



６

議案第５８号

平成２９年度宮代町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について

平成２９年度宮代町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意

見を付けて認定に付する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

平成２９年度宮代町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算を歳入合計５，４２８万

８，６６５円、歳出合計４，９６４万２，８１３円とすることについて、地方自治

法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。



７

議案第５９号

平成２９年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算の認定について

平成２９年度宮代町水道事業会計利益の処分及び平成２９年度宮代町水道

事業会計決算を別紙監査委員の意見を付けて認定に付する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

平成２９年度宮代町水道事業会計利益の処分として、未処分利益剰余金４億

７，１９８万３，７６２円のうち、３億１，０８６万２，９６３円を資本金へ、１億

６，１１２万７９９円を建設改良積立金に積み立てるとともに、平成２９年度宮代

町水道事業会計決算を収益的収入８億１，３２０万３，９２９円（税抜き）、収益的

支出６億５，２０８万３，１３０円（税抜き）、資本的収入６，４７３万４，０００円

（税込み）、資本的支出５億４，０１３万１，９８７円（税込み）とすることにつ

いて、地方公営企業法第３２条第２項及び第３０条第４項の規定により、この案を

提出するものである。



８

議案第６０号

宮代町税条例等の一部を改正する条例について

宮代町税条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

地方税法等の一部を改正する法律が公布されたことに伴い、宮代町税条例等の一

部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提

出するものである。



９

宮代町税条例等の一部を改正する条例

（宮代町税条例の一部改正）

第１条 宮代町税条例（昭和３１年宮代町条例第４号）の一部を次のように改正する。

第２３条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第３項中「この節」

の次に「（第４８条第１０項から第１２項までを除く。）」を加える。

第２４条第１項第３号中「１２５万円」を「１３５万円」に改め、同条第２項

中「得た金額」の次に「に１０万円を加算した金額」を加える。

第３４条の２中「扶養控除額を、」の次に「前年の合計所得金額が２，５００万

円以下である」を加える。

第３４条の６中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所得金額が２，５００万

円以下である所得割の納税義務者」に改め、同条第１号ア及び第２号ア中「にお

いては」を「には」に改める。

第３６条の２第１項中「の者」を「に掲げる者」に改め、同項ただし書中「によ

って」を「により」に改め、「配偶者特別控除額」の次に「（所得税法第２条第１

項第３３号の４に規定する源泉控除対象配偶者に係るものを除く。）」を加える。

第４８条第１項中「による申告書」の次に「（第１０項及び第１１項において

「納税申告書」という。）」を加え、同条に次の３項を加える。

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法人である内国法人は、第１項

の規定により、納税申告書により行うこととされている法人の町民税の申告に

ついては、同項の規定にかかわらず、同条第４２項及び施行規則で定めるとこ

ろにより、納税申告書に記載すべきものとされている事項（次項において「申

告書記載事項」という。）を、法第７６２条第１号に規定する地方税関係手続

用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機構（第１２項において「機

構」という。）を経由して行う方法その他施行規則で定める方法により町長に

提供することにより、行わなければならない。

１１ 前項の規定により行われた同項の申告については、申告書記載事項が記載

された納税申告書により行われたものとみなして、この条例又はこれに基づく

規則の規定を適用する。

１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、法第７６２条第１号の機構

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備えられたファイルへの記

録がされた時に同項に規定する町長に到達したものとみなす。

第９２条を第９２条の２とし、第２章第４節中同条の前に次の１条を加える。

（製造たばこの区分）

第９２条 製造たばこの区分は、次に掲げるとおりとし、製造たばこ代用品に係

る製造たばこの区分は、当該製造たばこ代用品の性状によるものとする。

（１）喫煙用の製造たばこ

ア 紙巻たばこ

イ 葉巻たばこ



１０

ウ パイプたばこ

エ 刻みたばこ

オ 加熱式たばこ

（２）かみ用の製造たばこ

（３）かぎ用の製造たばこ

第９３条の次に次の１条を加える。

（製造たばことみなす場合）

第９３条の２ 加熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリ

ンその他の物品又はこれらの混合物を充填したもの（たばこ事業法第３条第１

項に規定する会社（以下この条において「会社」という。）、加熱式たばこの

喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又はこれらの

混合物を充填したものを製造した特定販売業者、加熱式たばこの喫煙用具であ

って加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又はこれらの混合物を充填

したものを会社又は特定販売業者から委託を受けて製造した者その他これらに

準ずる者として施行規則第８条の２の２で定める者により売渡し、消費等又は

引渡しがされたもの及び輸入されたものに限る。以下この条及び次条第３項第

１号において「特定加熱式たばこ喫煙用具」という。）は、製造たばことみな

して、この節の規定を適用する。この場合において、特定加熱式たばこ喫煙用

具に係る製造たばこの区分は、加熱式たばことする。

第９４条第１項中「第９２条第１項」を「第９２条の２第１項」に改め、「消

費等」の次に「（以下この条及び第９８条において「売渡し等」という。）」を

加え、同条第２項中「前項の製造たばこ」の次に「（加熱式たばこを除く。）」

を加え、「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に、「当該右欄」を「同表の

右欄」に改め、同項後段を削り、同項の表を次のように改める。

区 分 重 量

（１）喫煙用の製造たばこ

ア 葉巻たばこ

イ パイプたばこ

ウ 刻みたばこ

１グラム

１グラム

２グラム

（２）かみ用の製造たばこ ２グラム

（３）かぎ用の製造たばこ ２グラム

第９４条第４項中「前項」を「前２項」に改め、「関し、」の次に「第４項の」

を、「重量」の次に「又は前項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量」

を加え、同項を同条第６項とし、同項の前に次の１項を加える。

５ 第３項第２号に掲げる方法により加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に

換算する場合における計算は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目ごとの１個

当たりの重量（同号に規定する加熱式たばこの重量をいう。）に当該加熱式た

ばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を合計し、その合計重量を紙巻たばこ



１１

の本数に換算する方法により行うものとする。

第９４条第３項中「前項」を「第２項」に改め、「の重量を」の次に「紙巻たば

この」を加え、「場合の」を「場合又は第３項第１号に掲げる方法により同号に規

定する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合における」に、「第

９２条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等」を「売渡し等」に、

「同欄に掲げる」を「第９２条に掲げる」に、「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻た

ばこ」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。

３ 加熱式たばこに係る第１項の製造たばこの本数は、第１号に掲げる方法によ

り換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数、第

２号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．２を乗じて計算した

紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に

０．２を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計数によるものとする。

（１）加熱式たばこ（特定加熱式たばこ喫煙用具を除く。）の重量の１グラムを

もって紙巻たばこの１本に換算する方法

（２）加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則第１６条の２の２で定

めるものに係る部分の重量を除く。）の０．４グラムをもって紙巻たばこの

０．５本に換算する方法

（３）次に掲げる加熱式たばこの区分に応じ、それぞれ次に定める金額の紙巻た

ばこの１本の金額に相当する金額（所得税法等の一部を改正する法律（平成

３０年法律第７号）附則第４８条第１項第１号に定めるたばこ税の税率、一

般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関す

る法律（平成１０年法律第１３７号）第８条第１項に規定するたばこ特別税

の税率、法第７４条の５に規定するたばこ税の税率及び法第４６８条に規定す

るたばこ税の税率をそれぞれ１，０００で除して得た金額の合計額を１００分

の６０で除して計算した金額をいう。第８項において同じ。）をもって紙巻

たばこの０．５本に換算する方法

ア 売渡し等の時における小売定価（たばこ事業法第３３条第１項又は第２

項の認可を受けた小売定価をいう。）が定められている加熱式たばこ 当

該小売定価に相当する金額（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規

定により課されるべき消費税に相当する金額及び法第２章第３節の規定に

より課されるべき地方消費税に相当する金額を除く。）

イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ たばこ税法（昭和５９年法律第７２

号）第１０条第３項第２号ロ及び第４項の規定の例により算定した金額

第９４条に次の４項を加える。

７ 第３項第３号に掲げる方法により加熱式たばこに係る同号ア又はイに定める

金額を紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等に係る加熱

式たばこの品目ごとの１個当たりの同号ア又はイに定める金額に当該加熱式た

ばこの品目ごとの数量を乗じて得た金額を合計し、その合計額を紙巻たばこの
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本数に換算する方法により行うものとする。

８ 前項の計算に関し、加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの第３項第３号ア

に定める金額又は紙巻たばこ１本の金額に相当する金額に１銭未満の端数があ

る場合には、その端数を切り捨てるものとする。

９ 第３項各号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に同項に規定する

数を乗じて計算した紙巻たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その

端数を切り捨てるものとする。

１０ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用に関し必要な事項は、施

行規則で定めるところによる。

第９５条中「５，２６２円」を「５，６９２円」に改める。

第９６条第３項中「第９２条」を「第９２条の２」に改める。

第９８条中「第９２条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等」

を「売渡し等」に改める。

附則第５条第１項中「得た金額」の次に「に１０万円を加算した金額」を加える。

附則第１７条の２第３項中「第３７条の７」を「第３７条の６」に、「第３７条

の９の４又は第３７条の９の５」を「第３７条の８又は第３７条の９」に改める。

第２条 宮代町税条例の一部を次のように改正する。

第９４条第３項中「０．８」を「０．６」に、「０．２」を「０．４」に改める。

附則第１０条の２第２４項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４３

項」に改め、同条第２５項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５条第４４項」

に改め、同条第２６項中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４６項」に

改める。

第３条 宮代町税条例の一部を次のように改正する。

第９４条第３項中「０．６」を「０．４」に、「０．４を」を「０．６を」に改

め、同項第３号中「附則第４８条第１項第１号」を「附則第４８条第１項第２号」

に改める。

第９５条中「５，６９２円」を「６，１２２円」に改める。

第４条 宮代町税条例の一部を次のように改正する。

第９４条第３項中「０．４を」を「０．２を」に、「０．６」を「０．８」に改め、

同項第３号中「所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第７号）附則第

４８条第１項第２号に定める」を「たばこ税法（昭和５９年法律第７２号）第１１

条第１項に規定する」に改め、同号イ中「（昭和５９年法律第７２号）」を削る。

第９５条中「６，１２２円」を「６，５５２円」に改める。

第５条 宮代町税条例の一部を次のように改正する。

第９３条の２中「及び次条第３項第１号」を削る。

第９４条第３項中「第１号」を「次」に改め、「紙巻たばこの本数に０．２を

乗じて計算した紙巻たばこの本数、第２号に掲げる方法により換算した紙巻たば

この本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法に
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より換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した」を削り、同項第１号

を削り、同項第２号を同項第１号とし、同項第３号を同項第２号とし、同条第４

項中「又は第３項第１号に掲げる方法により同号に規定する加熱式たばこの重量

を紙巻たばこの本数に換算する場合」を削り、同条第５項中「第３項第２号」を

「第３項第１号」に改め、同条第７項中「第３項第３号」を「第３項第２号」に

改め、同条第８項中「第３項第３号ア」を「第３項第２号ア」に改め、同条第９

項を削り、同条第１０項を同条第９項とする。

（宮代町税条例の一部を改正する条例の一部改正）

第６条 宮代町税条例の一部を改正する条例（平成２７年宮代町条例第３１号）の

一部を次のように改正する。

附則第６条第２項中「新条例」を「宮代町税条例」に改め、同項第３号中「平

成３１年３月３１日」を「平成３１年９月３０日」に改め、同条第４項中「新条

例第９２条第１項」を「宮代町税条例第９２条の２第１項」に改め、同条第１３

項中「平成３１年４月１日」を「平成３１年１０月１日」に、「１，２６２円」

を「１，６９２円」に改め、同条第１４項の表第５項の項中「平成３１年４月３０日」

を「平成３１年１０月３１日」に改め、同表第６項の項中「平成３１年９月３０日」

を「平成３２年３月３１日」に改める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

（１）第１条中宮代町税条例第３６条の２第１項の改正規定及び同条例附則第１７

条の２第３項の改正規定並びに次条第１項の規定 平成３１年１月１日

（２）第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第３条の規定 平成３１

年４月１日

（３）第２条中宮代町税条例第９４条第３項の改正規定 平成３１年１０月１日

（４）第１条中宮代町税条例第２３条第１項及び第３項並びに第４８条第１項の改

正規定並びに同条に３項を加える改正規定並びに次条第３項の規定 平成３２

年４月１日

（５）第３条並びに附則第７条及び第８条の規定 平成３２年１０月１日

（６）第１条中宮代町税条例第２４条第１項第２号の改正規定、同条第２項の改正

規定並びに同条例第３４条の２及び第３４条の６の改正規定並びに同条例附則

第５条の改正規定並びに次条第２項の規定 平成３３年１月１日

（７）第４条並びに附則第９条及び第１０条の規定 平成３３年１０月１日

（８）第５条の規定 平成３４年１０月１日

（町民税に関する経過措置）

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の宮代町税条例の規定中個人の町民

税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、
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平成３０年度分までの個人の町民税については、なお従前の例による。

２ 前条第６号に掲げる規定による改正後の宮代町税条例の規定中個人の町民税に

関する部分は、平成３３年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、平成

３２年度分までの個人の町民税については、なお従前の例による。

３ 第１条の規定による改正後の宮代町税条例第２３条第１項及び第３項並びに第

４８条第１０項から第１２項までの規定は、前条第４号に掲げる規定の施行の日

以後に開始する事業年度分の法人の町民税及び同日以後に開始する連結事業年度

分の法人の町民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の町民税

及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の町民税については、なお従前の例

による。

（固定資産税に関する経過措置）

第３条 平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間（以下この条に

おいて「適用期間」という。）に地方税法等の一部を改正する法律（平成３０年

法律第３号）第２条の規定による改正前の地方税法附則第１５条第４３項に規定

する中小事業者等（以下この条において「中小事業者等」という。）が取得（同

項に規定する取得をいう。以下この条において同じ。）をした同項に規定する機

械装置等（以下この条において「機械装置等」という。）（中小事業者等が、同

項に規定するリース取引（以下この条において「リース取引」という。）に係る

契約により機械装置等を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得

をした同項に規定する経営力向上設備等に該当する機械装置等を、適用期間内に

リース取引により引渡しを受けた場合における当該機械装置等を含む。）に対し

て課する固定資産税については、なお従前の例による。

（町たばこ税に関する経過措置）

第４条 別段の定めがあるものを除き、この条例の施行の日前に課した、又は課す

べきであった町たばこ税については、なお従前の例による。

（手持品課税に係る町たばこ税）

第５条 平成３０年１０月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又

は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項第１号及

び第２号に規定する売渡しを除く。附則第８条第１項及び第１０条第１項におい

て「売渡し等」という。）が行われた製造たばこ（宮代町税条例の一部を改正す

る条例（平成２７年宮代町税条例第３１号）附則第６条第１項に規定する紙巻た

ばこ３級品を除く。以下この項及び第５項において「製造たばこ」という。）を

同日に販売のため所持する卸売販売業者等（この条例による改正後の宮代町税条

例（第４項及び第５項において「３０年新条例」という。）第９２条の２第１項

に規定する卸売販売業者等をいう。以下同じ。）又は小売販売業者がある場合に

おいて、これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第７号。

附則第８条第１項及び第１０条第１項において「所得税法等改正法」という。）

附則第５１条第１項の規定により製造たばこの製造者として当該製造たばこを同
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日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定に

よりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸売販売業者等として

当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等である場合には町の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には町の区域内に所在する

当該製造たばこを直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日

に小売販売業者に売り渡したものとみなして、町たばこ税を課する。この場合に

おける町たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの

本数とし、当該町たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０円とする。

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごと

に、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第２４号）別

記第２号様式による申告書を平成３０年１０月３１日までに町長に提出しなけれ

ばならない。

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３１年４月１日までに、その申告

に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」

という。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければならない。

４ 第１項の規定により町たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもののほ

か、３０年新条例第１９条、第９８条第４項及び第５項、第１００条の２並びに

第１０１条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる３０年

新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

第１９条 第９８条第１項若しくは第

２項、

宮代町税条例等の一部を改

正する条例（平成３０年宮

代町条例第 号。以下この

条及び第２章第４節におい

て「平成３０年改正条例」

という。）附則第５条第３

項、

第１９条第２号 第９８条第１項若しくは第

２項

平成３０年改正条例附則第

５条第２項

第１９条第３号 第８１条の６第１項の申告

書、第９８条第１項若しく

は第２項の申告書又は第１

３９条第１項の申告書でそ

の提出期限

平成３０年改正条例附則第

５条第３項の納期限

第９８条第４項 施行規則第３４号の２様式

又は第３４号の２の２様式

地方税法施行規則の一部を

改正する省令（平成３０年

総務省令第２４号）別記第

２号様式

第９８条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則第

５条第３項
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第１００条の２第１

項

第９８条第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則第

５条第２項

当該各項 同項

第１０１条第２項 第９８条第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則第

５条第３項

５ ３０年新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由によ

り、町の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、

第１項の規定により町たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受け

た卸売販売業者等について準用する。この場合において、当該卸売販売業者等は、

施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により、これらの規定に規定

する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及

びその他参考となるべき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製造た

ばこについて第１項の規定により町たばこ税が課された、又は課されるべきであ

った旨を証するに足りる書類に基づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごと

の本数を記載した上で同様式による書類をこれらの申告書に添付しなければなら

ない。

（手持品課税に係る町たばこ税に関する経過措置）

第６条 平成３０年１０月１日から平成３１年９月３０日までの間における前条第

４項の規定の適用については、同項の表第１９条第３号の項中「第８１条の６第

１項の申告書、第９８条第１項」とあるのは、「第９８条第１項」とする。

（町たばこ税に関する経過措置）

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第５号に掲げる規定の施行の日

前に課した、又は課すべきであった町たばこ税については、なお従前の例による。

（手持品課税に係る町たばこ税）

第８条 平成３２年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売の

ため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの者

が所得税法等改正法附則第５１条第９項の規定により製造たばこの製造者として

当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみ

なして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸

売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等である場合に

は町の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には町

の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持されるも

のに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、町たばこ税を

課する。この場合における町たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみ

なされる製造たばこの本数とし、当該町たばこ税の税率は、１，０００本につき

４３０円とする。

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごと

に、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第２５号。附

則第１０条第２項において、「平成３０年改正規則」という。）別記第２号様式
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による申告書を平成３２年１１月２日までに町長に提出しなければならない。

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３３年３月３１日までに、その

申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって納付しな

ければならない。

４ 第１項の規定により町たばこ税を課する場合には、前３項に規定するものの

ほか、第３条の規定による改正後の宮代町税条例（以下この項及び次項におい

て「３２年新条例」という。）第１９条、第９８条第４項及び第５項、第１００

条の２並びに第１０１条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に

掲げる３２年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。

第１９条 第９８条第１項若しくは

第２項、

宮代町税条例等の一部を

改正する条例（平成３０年

宮代町条例第 号。以下こ

の条及び第２章第４節に

おいて「平成３０年改正条

例」という。）附則第８条

第３項、

第１９条第２号 第９８条第１項若しくは

第２項

平成３０年改正条例附則

第８条第２項

第１９条第３号 第８１条の６第１項の申

告書、第９８条第１項若し

くは第２項の申告書又は

第１３９条第１項の申告

書でその提出期限

平成３０年改正条例附則

第８条第３項の納期限

第９８条第４項 施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式

地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成３０

年総務省令第２５号）別記

第２号様式

第９８条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則

第８条第３項

第１００条の２第１

項

第９８条第１項又は第２

項

平成３０年改正条例附則

第８条第２項

当該各項 同項

第１０１条第２項 第９８条第１項又は第２

項

平成３０年改正条例附則

第８条第３項

５ ３２年新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、

町の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、第１

項の規定により町たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受けた卸売

販売業者等について準用する。この場合において、当該卸売販売業者等は、施行規

則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により、これらの規定に規定する申告

書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及びその他参



１８

考となるべき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製造たばこについて

第１項の規定により町たばこ税が課された、又は課されるべきであった旨を証する

に足りる書類に基づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した

上で同様式による書類をこれらの申告書に添付しなければならない。

（町たばこ税に関する経過措置）

第９条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第７号に掲げる規定の施行の日

前に課した、又は課すべきであった町たばこ税については、なお従前の例による。

（手持品課税に係る町たばこ税）

第１０条 平成３３年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売

のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの

者が所得税法等改正法附則第５１条第１１項の規定により製造たばこの製造者と

して当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したもの

とみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者

が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等である場

合には町の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合に

は町の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持され

るものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、町たばこ

税を課する。この場合における町たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものと

みなされる製造たばこの本数とし、当該町たばこ税の税率は、１，０００本につ

き４３０円とする。

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごと

に、平成３０年改正規則別記第２号様式による申告書を平成３３年１１月１日ま

でに町長に提出しなければならない。

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３４年３月３１日までに、その

申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって納付しな

ければならない。

４ 第１項の規定により町たばこ税を課する場合には、前３項に規定するものの

ほか、第４条の規定による改正後の宮代町税条例（以下この項及び次項におい

て「３３年新条例」という。）第１９条、第９８条第４項及び第５項、第１００

条の２並びに第１０１条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に

掲げる３３年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。

第１９条 第９８条第１項若しくは

第２項、

宮代町税条例等の一部を

改正する条例（平成３０年

宮代町条例第 号。以下こ

の条及び第２章第４節に

おいて「平成３０年改正条

例」という。）附則第１０

条第３項、



１９

第１９条第２号 第９８条第１項若しくは

第２項

平成３０年改正条例附則

第１０条第２項

第１９条第３号 第８１条の６第１項の申

告書、第９８条第１項若し

くは第２項の申告書又は

第１３９条第１項の申告

書でその提出期限

平成３０年改正条例附則

第１０条第３項の納期限

第９８条第４項 施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式

地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成３０

年総務省令第２５号）別記

第２号様式

第９８条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則

第１０条第３項

第１００条の２第１

項

第９８条第１項又は第２

項

平成３０年改正条例附則

第１０条第２項

当該各項 同項

第１０１条第２項 第９８条第１項又は第２

項

平成３０年改正条例附則

第１０条第３項

５ ３３年新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由によ

り、町の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、

第１項の規定により町たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受け

た卸売販売業者等について準用する。この場合において、当該卸売販売業者等は、

施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により、これらの規定に規定

する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及

びその他参考となるべき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製造た

ばこについて第１項の規定により町たばこ税が課された、又は課されるべきであ

った旨を証するに足りる書類に基づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごと

の本数を記載した上で同様式による書類をこれらの申告書に添付しなければなら

ない。



２０

議案第６１号

宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例について

宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

地方税法等の一部を改正する法律が公布されたことに伴い、宮代町都市計画税条

例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この

案を提出するものである。



２１

宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例

（宮代町都市計画税条例の一部改正）

第１条 宮代町都市計画税条例（平成２２年宮代町条例第２１号）の一部を次のよ

うに改正する。

附則第１６項中「若しくは第４５項」を「、第４５項若しくは第４８項」に改

める。

第２条 宮代町都市計画税条例の一部を次のように改正する。

附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条

第４３項」に改め、附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４５項」

を「附則第１５条第４４項」に改め、附則第１６項中「第４４項、第４５項」を

「第４３項、第４４項」に、「第４８項」を「第４７項」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３１年４月

１日から施行する。



２２

議案第６２号

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例について

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

埼玉県重度心身障害者医療費支給事業補助金交付要綱の一部改正に伴い、宮代

町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正したいので、地方自治法

第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。



２３

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例（昭和５０年宮代町条例第１０号）

の一部を次のように改正する。

第４条第１項中「第６条に規定する受給者証又は受給証明書の交付を受けた者（以

下「受給者」という。）が、医療費の一部を負担したときは当該一部負担金（第２

条第１項第３号に規定する重度心身障害者が医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第１号に規定する精神病床に入院したときの一部負担金を除く。）の

全額を、当該受給者に助成金として支給」を「対象者に係る医療の一部負担金（第

２条第１項第３号に規定する重度心身障害者が医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第１号に規定する精神病床に入院したときの一部負担金を除く。）に

ついて、対象者に助成金を支給」に、「受給者」を「対象者」に改め、同条に次の

２項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、対象者の医療保険各法又はその他の規定による医療

給付を受ける日の属する年の前年(当該医療給付を受ける日の属する月が１月か

ら９月までの場合にあっては、前々年)の所得が特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律施行令（昭和５０年政令第２０７号。以下この項において「政令」という。）

第７条に規定する額を超えた場合は、医療保険各法又はその他の規定による医療

給付に係る助成金の支給は行わない。この場合において、当該所得の範囲は政令

第４条に規定する所得の範囲とし、所得の額の計算方法は政令第５条の例による

ものとする。

３ 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、対象者の所有に係る住

宅、家財又は主たる生業の維持に供する田畑、宅地、家屋、機械、器具その他事

業の用に供する固定資産（鉱業権、漁業権その他無形減価償却資産を除く。）に

つき被害金額（保険金、損害賠償金等により補充された金額を除く。）がその価

格のおおむね２分の１以上である損害を受けた場合、その損害を受けた日から翌

年の９月３０日までの医療保険各法又はその他の規定による医療給付に係る助成

金の支給については、前項の規定を適用しない。

第５条に次の２項を加える。

２ 町長は、前項の申請に基づき、第３条に定める対象者として認定したときは、

当該対象者を受給資格登録者として登録しなければならない。

３ 町長は、第１項の申請に基づき、第３条に定める対象者として認定せず受給資

格登録者として登録しないときは、規則に定めるところにより、申請者に通知す

るものとする。

第６条を次のように改める。

（受給者証の交付）

第６条 町長は、受給資格登録者に対し、第４条第１項及び第３項の規定により助

成金の支給を行うときは、助成金の支給を行う受給資格登録者（以下「受給者」

という。）に受給者証を交付しなければならない。



２４

２ 町長は、第４条第２項の規定により助成金の支給を行わないときは、規則に定

めるところにより、助成金の支給を行わない受給資格登録者に通知するものとす

る。

第９条第１項中「受給者」を「受給資格登録者」に改め、同条に次の１項を加え

る。

２ 受給資格登録者は、規則に定めるところにより、所得の状況について町長に届

け出なければならない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３１年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行前における医療保険各法又はその他の規定による医療給付に係

る助成金の支給については、なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の宮代町重度心身障害者医療費

支給に関する条例第６条第１項に規定する受給者証の交付を受けている者につい

ては、平成３４年９月３０日までの間は、この条例による改正後の宮代町重度心

身障害者医療費支給に関する条例第４条第２項及び第３項、第６条並びに第９条

第２項の規定にかかわらず、なお従前の例による。



２５

議案第６３号

宮代町印鑑条例の一部を改正する条例について

宮代町印鑑条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

個人番号カードを利用して、コンビニエンスストア等に設置している多機能端末

機から住民票の写し及び印鑑登録証明書が取得できる、コンビニエンスストア等に

おける証明書の自動交付サービスの導入に伴い、その取り扱いについて所要の改正

を行うため、宮代町印鑑条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項

第１号の規定により、この案を提出するものである。



２６

宮代町印鑑条例の一部を改正する条例

（宮代町印鑑条例の一部改正）

第１条 宮代町印鑑条例（平成２年宮代町条例第１７号）の一部を次のように改正

する。

第６条に次の１項を加える。

３ 前２項の規定による印鑑登録原票の登録は、磁気ディスク（これに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録することができるものを含む。）をもって調

製するものとする。

第１３条第４項を削り、同条を第１３条の２とする。

第１２条の次に次の１条を加える。

（印鑑登録の証明）

第１３条 印鑑登録証明書は、登録者に係る印鑑登録原票に登録されている印影

及び第６条第２項第３号から第６号までに掲げる事項を電子計算機から出力し

て作成した写しについて町長が証明するものとする。

第１４条の次に次の１条を加える。

（多機能端末機による印鑑登録証明の申請等）

第１４条の２ 第１３条の２第１項及び第２項の規定にかかわらず、登録者で、

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード（電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法

律第１５３号）第２２条第１項に規定する利用者証明用電子証明書を記録した

ものに限る。）の交付を受けているものは、当該個人番号カードを利用して、

多機能端末機（本町の電子計算機と通信回線で接続された民間事業者が設置す

る端末機で、証明書を自動的に交付する機能を有するものをいう。）に自ら暗

証番号（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する

法律施行規則（平成１５年総務省令第１２０号）第４２条第２項に規定する暗

証番号をいう。）を入力することにより、印鑑登録証明書の交付を申請し、そ

の交付を受けることができる。

第１５条中「及び第９条第１項」を「、第８条第１項、第９条第１項並びに第

１０条第１項及び第２項」に改める。

第２条 宮代町印鑑条例の一部を次のように改正する。

第１４条を削る。

第１３条の２第３項を削り、同条を第１４条とする。

第１４条の２中「第１３条の２第１項及び第２項」を「前条」に改める。

附 則

この条例中第１条の規定は規則で定める日から、第２条の規定は第１条の施行の

日から起算して６月を越えない範囲内において規則で定める日から施行する。



２７

議案第６４号

宮代町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例について

宮代町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例を別紙のとおり提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、宮代町家庭的

保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正したいので、地方自治

法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。



２８

宮代町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例

宮代町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年宮代町

条例第１０号）の一部を次のように改正する。

第５条第５項中「次条第２号」を「次条第１項第２号」に改める。

第６条中「第３項まで」の次に「並びに附則第３項」を加え、「連携協力を行う

保育所、幼稚園又は認定こども園」を「連携協力を行う保育所（子ども・子育て支

援法（平成２４年法律第６５号）第７条第４項に規定する保育所をいう。以下同じ。）、

幼稚園（同項に規定する幼稚園をいう。以下同じ。）又は認定こども園（同項に規

定する認定こども園をいう。以下同じ。）」に改め、同条第２号中「提供する保育

をいう」の次に「。以下この条において同じ」を加え、同条に次の２項を加える。

２ 町長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと

認めるときは、前項第２号の規定を適用しないことができる。

（１）家庭的保育事業者等と次項に規定する連携協力を行う者との間でそれぞれの

役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。

（２）次項に規定する連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう

にするための措置が講じられていること。

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者として適切に確保しなければならない。

（１）当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号に

おいて「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が

提供される場合 第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育

事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型

事業者等」という。）

（２）事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して

小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると町が認める者

第１６条第２項第２号の次に次の１号を加える。

（３）保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のう

ち、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄

養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有するとともに、利用乳幼児の

年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、ア

トピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、乳幼児の食事の内容、回数及

び時機に適切に応じることができる者として町が適当と認めるもの（家庭的

保育事業者が第２２条に規定する家庭的保育事業を行う場所（第２３条第２項

に規定する家庭的保育者の居宅に限る。附則第３項において同じ。）において

家庭的保育事業を行う場合に限る。）



２９

第４５条中「第６条第１号」を「第６条第１項第１号」に改める。

附則第２項中「又は事業を行う者」の次に「（次項において「施設等」という。）」

を加え、「施行日後」を「施行日以後」に改め、「調理員に係る業務」を「調理員

に係る部分」に改める。

附則第９項を第１０項とし、第４項から第８項までを１項ずつ繰り下げ、第３項

中「第６条」を「第６条第１項」に改め、同項を第４項とする。

附則第２項の次に次の１項を加える。

３ 前項の規定にかかわらず、施行日以後に家庭的保育事業（第２２条に規定する

家庭的保育事業を行う場所において実施されるものに限る。）の認可を得た施設

等については、施行日から起算して１０年を経過する日までの間は、第１５条、

第２２条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び第２３条第１項本文（調理

員に係る部分に限る。）の規定は、適用しないことができる。この場合において、

当該施設等は、利用乳幼児への食事の提供を家庭的保育事業所等内で調理する方

法（第１０条の規定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼

ねている他の社会福祉施設等の調理施設において調理する方法を含む。）により

行うために必要な体制を確保するよう努めなければならない。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



３０

議案第６５号

宮代町地域包括支援センターの職員等に係る基準を定める条例の一部を改正

する条例について

宮代町地域包括支援センターの職員等に係る基準を定める条例の一部を改正する

条例を別紙のとおり提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

介護保険法施行規則の一部改正に伴い、宮代町地域包括支援センターの職員等に

係る基準を定める条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号

の規定により、この案を提出するものである。



３１

宮代町地域包括支援センターの職員等に係る基準を定める条例の一部を改正

する条例

宮代町地域包括支援センターの職員等に係る基準を定める条例（平成２７年宮代

町条例第７号）の一部を次のように改正する。

第３条第３号を次のように改める。

（３）主任介護支援専門員（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員をいう。）そ

の他これに準ずる者 １人

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



３２

議案第６６号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結することについて議決を求める。

１ 工 事 名 宮代第 1・第２中継ポンプ場更新工事

２ 施 工 箇 所 宮代町字山崎、宮代台３丁目地内

３ 履 行 期 限 平成３１年３月２９日

４ 請 負 金 額 ７，６６８万円

５ 請 負 業 者 埼玉県さいたま市大宮区下町１丁目４２番２号

株式会社エス・アイ・シー さいたま支店

支店長 平 嶋 智 也

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

宮代第１及び第２中継ポンプ場の機器の老朽化に伴い、宮代第１・第２中継ポン

プ場更新工事の請負契約を締結したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例第２条の規定により、この案を提出するものである。



３３

議案第６７号

宮代町固定資産評価審査委員会の委員の選任につき同意を求めることについて

次の者を宮代町固定資産評価審査委員会の委員に選任することについて同意を求

める。

１ 住 所 埼玉県南埼玉郡宮代町字西原４１６番地の２

２ 氏 名 新 井 健 一

３ 生年月日 昭和２４年１０月２１日

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

現固定資産評価審査委員会の委員である新井健一氏を引き続き委員に選任したい

ので、地方税法第４２３条第３項の規定により、この案を提出するものである。



３４

議案第６８号

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて

次の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて意見を求める。

１ 住 所 埼玉県南埼玉郡宮代町字中１８０番地

２ 氏 名 稲 山 貞 幸

３ 生年月日 昭和４９年１月１８日

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

現人権擁護委員である稲山貞幸氏を引き続き人権擁護委員に推薦したいので、人

権擁護委員法第６条第３項の規定により、この案を提出するものである。



３５

議案第６９号

平成３０年度宮代町一般会計補正予算（第２号）について

平成３０年度宮代町一般会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

前年度繰越金の確定、職員の人事異動及び共済組合負担金率の確定等に係る人件

費の補正並びに前年度決算額の確定に伴う決算剰余金の積立等に伴い、平成３０年

度宮代町一般会計予算に３億８，６５３万３，０００円を追加し、総額を１００億

９，５４８万６，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規

定により、この案を提出するものである。



３６

議案第７０号

平成３０年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について

平成３０年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提

出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

前年度繰越金等の確定に伴い、平成３０年度宮代町国民健康保険特別会計予算に

２億６,５６１万８,０００円を追加し、総額を４２億２，３１６万円とすることに

ついて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。



３７

議案第７１号

平成３０年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について

平成３０年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出す

る。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

前年度繰越金の確定、人件費の補正及び国県負担金の精算等に伴い、平成３０年

度宮代町介護保険特別会計予算に２億５９万１，０００円を追加し、総額を３１億

９，０３９万３，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規

定により、この案を提出するものである。



３８

議案第７２号

平成３０年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について

平成３０年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり

提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

前年度繰越金等の確定に伴い、平成３０年度宮代町後期高齢者医療特別会計予算

に２７７万４，０００円を追加し、総額を４億９，６６１万円とすることについて、

地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。



３９

議案第７３号

平成３０年度宮代町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）について

平成３０年度宮代町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり

提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

前年度繰越金の確定及び職員の共済費負担金率の確定等に伴い、平成３０年度

宮代町公共下水道事業特別会計予算に２，４１３万４，０００円を追加し、総額を

１０億２６９万１，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の

規定により、この案を提出するものである。



４０

議案第７４号

平成３０年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）について

平成３０年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）を別冊のとお

り提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

前年度繰越金の確定、職員の人事異動及び共済負担金率の確定等に伴い、平成

３０年度宮代町農業集落排水事業特別会計予算に４１３万８，０００円を追加し、

総額を５，６８６万２，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１

項の規定により、この案を提出するものである。



４１

議案第７５号

平成３０年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）について

平成３０年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

平成３０年８月３０日提出

宮代町長 新 井 康 之

提 案 理 由

職員の期末勤勉手当率の修正に伴い、平成３０年度宮代町水道事業会計予算の

収益的支出のうち営業費用に７万７，０００円を追加し、総額を７億２，４６８万

７，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、こ

の案を提出するものである。


